
 

 

（別記） 

 

令和７年度大阪府水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 

○大阪府は、大消費地を抱える立地の優位性を生かし、施設栽培などの高度に集約化さ

れた農法で園芸作物の栽培が盛んに行われている。 

○一方で、農林業センサスにおいても令和２年度までの５年間で農家数が約１割減少す

るなど、後継者不足、農業者の高齢化及び遊休農地の増加による営農環境の悪化等の

問題が深刻化している。 

○水稲についても、作付面積が毎年減少しており、都市農地・農空間の有する多面的機

能を発揮していくためには、水稲及び園芸作物による農地の有効活用を進めていく必

要がある。 

○そこで、地産地消の推進や府独自制度による大阪エコ農産物、なにわの伝統野菜の作

付推進によるブランド力向上に加え、大阪版認定農業者、認定新規就農者、受託組織

及び集落営農組織等の多様な担い手を育成し、生産力の向上と農地・農空間の保全を

実現していく必要がある。 

〇また、脱炭素社会への貢献に向けて、府民ニーズにあった有機農業の推進も重要な課

題となっている。 

○さらに農業経営基盤強化促進法改正に伴い、市町村が地域計画を策定するなかで担い

手への農地の集積・集約化を進めるほか、高収益作物（地域振興作物）の作付推進な

ど地域農業の振興を図る必要がある。 

○以上のような施策の推進に向けて、経営所得安定対策における産地交付金等の助成措

置を活用し、府農業が抱える各種問題の解決を図る。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 

○キャベツ、たまねぎ、カットねぎ等土地利用型の野菜は、機械化等による低コスト生

産や規模拡大を推進する。 

○なす（みずなす、千両なす）やきゅうり等果菜類については、施設化を促進し、優良

品種・系統の導入や、IT技術導入によるきめ細やかな栽培管理により、品質の向上や

栽培期間の延長等を進める。 

○しゅんぎく、こまつな、みずな等軟弱野菜等については、施設化を促進し、IT 技術導

入によるきめ細やかな栽培管理により、品質の向上や栽培期間の延長等を進める。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 

○畑地化については、基盤整備事業実施地区を主な対象とし、地域として希望があれば

水田農業高収益化推進計画を立案し、高収益作物への転換を推進する。 

○水稲作に活用される見込みがない農地については、作付体系を水田台帳等を活用して

定期的に点検し、畑地化支援の活用を検討する。 

  



 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

府内では、多面的機能を有する農空間の保全を図る上で、水稲の作付が重要であるこ

とから、消費地に近いメリットを生かして学校給食や直売所への出荷を行うなど、需要

に応じた米生産を推進している。 

一方で、高齢化・担い手不足が進展していることから、共同利用施設の導入や省力化

技術の普及を進めて生産コストの低減を図るとともに、担い手となる大阪版認定農業者

や農作業受託組織等の育成及び担い手への農地の利用集積に取り組む。 

また、消費者ニーズに対応した良食味米や減農薬栽培米等の生産を進めるため、適正

品種の選定と品種に合った栽培技術の普及を徹底する。 

 

（２）備蓄米 

制度の周知徹底を図っていく。 

 

（３）非主食用米 

  ア 飼料用米 

産地交付金を活用してエコ新規需要米助成を行う。また、多収性の専用品種を用

いる場合は、主食用米への混入防止を徹底するとともに、生産者と実需者とのマッ

チングの機会を提供し、取組を推進していく。 

  イ 米粉用米 

産地交付金を活用してエコ新規需要米助成を行い、パンや麺、菓子類への利用を

推進していく。 

  ウ 新市場開拓用米 

   生産者の意向により対応 

  エ WCS 用稲 

   制度の周知徹底を図っていく。 

  オ 加工用米 

   制度の周知徹底を図っていく。 

   

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

産地交付金に大豆加算（ただし、大阪エコ農産物に限る）を措置し、エコ大豆生産を

推進する。 

 

（５）そば、なたね 

そばについては、産地交付金追加枠による助成を行うと共に、６次産業化や農作業体

験などのニーズも踏まえて、加工業者、飲食店とも協力し、作付けを推進する。 

 

（６）地力増進作物 

 生産者の意向により対応する。 

 

（７）高収益作物 

水稲から高収益作物への転換を含め、多様化する消費者ニーズに対応するため、低コ

スト生産、環境保全型技術、高付加価値型生産等を推進する。 

 

 

 



 

 

（８）畑地化 

  野菜類、花き・花木類等の高収益作物について、生産者の意向に応じて畑地化を推

進する。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等～８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

4,290 4,282 4,310

－ － －

6.06 6.06 6

0.85 0.85 5.5

－ － －

5.95 7.0 10

0.18 0.0 0.4

0.41 0 0.41 0 4.0 0.4

5.04 0 5.6 0 10.0 0.8

0.59 0.59 1.78 0.78 1.8 0.8

・子実用とうもろこし 0 0 －

0 0 0.2

0 0 －

0 0 －

462.17 441.79 498

・野菜 390.96 372.83 412

・花き・花木 65.73 64.18 74

・果樹 5.37 4.68 12

・その他の高収益作物 0.11 0.1

・

11.33 15.67 50

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米





































  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

 

 

  

  

  

  

  

  

   

   

  

  

 

 

  

  

  

  

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

   

   

   

   

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

 

 











  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

  

  

  

  

  









  



 

 































 
 

 
   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
   

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


